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研究成果の概要： 

本研究は，合理的な建物の地震応答制御として，制震デバイスであるダンパーと建物の
架構を繋ぐダンパー支持部材の負担軽減と，建物高さ方向の応答分布の均一化を図ること
を目標とした。本研究を通して試作した可変ダンパーの基本的な特性把握と，目標を達成
する制御則ならびにこれを実現する比較的簡便な制御システムの構築を行うことができた。 
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１．研究開始当初の背景 

制震（振）構造技術が，建築構造に適用さ
れるようになったのは 1980 年以降で，その
後，兵庫県南部地震においてその有用性が実
証されると，急速的に普及し始め，現在では
多くの建築構造物に何らかの制震（振）部材
が付加されるようになった。さらに 1989 年
には世界初のアクティブ制震構造の建物が
東京都に誕生し，これを契機として，建築構
造技術には機械力学や材料力学の先端技術
が積極に取り入れられ，急速に発展すること
となった。アクティブ振動制御は，振動制御
を行うにあたって何らかの外部エネルギー
供給を行って制御装置を作動させるもので，
比較的大きな駆動エネルギーが必要であり，
地震時の停電などのフェイルセーフの観点

などから，強風時や小地震時の快適な居住性
の確保，大地震時のあと揺れの低減を目的の
中心としている。これに対し近年，地震時の
安全性確保という目標に向けて着目されて
きたセミアクティブ振動制御は，外乱に応じ
て構造特性の一部を制御することによって
効率的に制御目標を達成しようとするもの
である。近年インテリジェント材料の研究開
発が活発に行われている背景から，これをセ
ミアクティブデバイスに適用する研究も進
められている。独立行政法人建築研究所と米
国科学技術財団では，1998年より日米共同構
造実験研究「高知能建築構造システムの開
発」を実施しており，これを契機として日本
国内ではセミアクティブ制震構造に関する
研究開発が一層活発化している。セミアクテ
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ィブデバイスの中で最も注目されているの
が，磁気粘性流体ダンパー（MR ダンパー）で
あり，これは，励磁によって減衰特性をリア
ルタイムで制御することが可能な可変減衰
デバイスである。MR ダンパーはその歴史が浅
く，本格的な実用化に向けてさらなる研究開
発が期待されている。MR ダンパーを用いたセ
ミアクティブ振動制御に関する既往の研究
では，免震層に MR ダンパーを設置するセミ
アクティブ免震の検討例が多く，MRダンパー
を建物層間に設置するセミアクティブ制震
に関する検討例は少ない。また制御アルゴリ
ズムについては，最適制御理論などのアクテ
ィブ制御からのアプローチと，ダンパーの履
歴形状を制御するパッシブ制御からのアプ
ローチに分類でき，特にセミアクティブ免震
ではアクティブ制御からのアプローチの検
討例が多い。一方，多層建物を対象とした層
間設置型セミアクティブ制震の場合，実構造
物の振動特性は非線形性を有することが多
く，そのモデル化は難しい側面があることか
ら，構造物のモデル化が必要なアクティブ制
御からのアプローチは不向きである。また，
MR ダンパーを建物の各層間に設置するよう
な場合には，制御システムはフェイルセーフ
の観点からも各層独立分散型システムであ
ることが望ましく，制御則についても構造物
の応答や比較的正確に捉えやすい構造物諸
元を用いた簡易なものが望まれている。 
 
２．研究の目的 

以上のような背景を鑑みて，本研究では多
層建物を対象とした層間設置型ダンパーに
よる比較的簡易なセミアクティブ制御則の
提案を行い，その有用性について検討する。
本研究における制御の主旨は，まず多層建物
を対象とすることからダンパー設置により
建物の各層の最大応答を均一にするような
合理的な制御を行うことである。さらに，ダ
ンパーは各層間に設置されることを考慮す
ると，ダンパーと主架構を繋ぐ支持部材の影
響が無視できない場合が多いことから，本研
究では，このダンパー支持部材の変形による
影響も考慮して，応答制御に影響を及ぼしに
くい制御則の検討を行う。 

本研究ではまず，2kN級の小型 MRダンパー
模型を製作し，動的載荷試験を通して基本特
性を把握した。次に，1 質点系を対象に等価
粘性減衰定数の評価，地震応答解析を通して，
比較的な簡易なセミアクティブ制御則の提
案とその基本的な制御の特徴を整理し，鉄骨
造 1層フレーム試験体にダンパーを設置した
振動台実験を行い，その妥当性を検証した。
次に多層建物を想定した鉄骨造 3層フレーム
試験体の各層にダンパーを設置して振動制
御実験を行い，各層独立制御システムの動作
性状を確認した。以上得られた知見を基に鉄

筋コンクリート造の多層建物を対象とした
セミアクティブ制震の解析的検討を行い，特
に建物高さ（層）方向の最大応答値分布と，
支持部材の応答制御への影響について着目
して検討を行った。 
 
３．研究の方法 
(1)セミアクティブダンパーの検討 

可変性能デバイス（セミアクティブダンパ
ー）として本研究で採用した MR ダンパーに
ついて， 2kN級ダンパーを試作し，動的載荷
試験結果を基に動力学特性，可変減衰能の特
徴について整理し，その数値力学モデルの検
討を行った。 

図 1 ダンパー単体試験 
 
(2)セミアクティブ振動制御則の検討 

地震時の可変デバイスの性能制御方法で
あるセミアクティブ制御則の基本的な検討
を行った。本研究では地震時における建物エ
ネルギー応答に着目して，これに比例させて
ダンパーに発揮させる減衰力（振動を抑制す
る力の大きさ）を決定する方法を提案した。
ここでは，制御則の基本的な特徴を把握する
ことを目的として，建物を簡易なモデル（線
形１質点系モデル）として検討を行った。は
じめに机上での検討として，振動抑制能の基
本的な指標となる減衰定数などを幾何学的
に算出し，次に地震応答解析により地震時応
答における振動制御効果を検討し，最後に鉄
骨造の一層フレームモデルの振動台実験に
より，1 質点系モデルでの地震応答制御効果
について実験的に検証した。 

図 2 制御則の概要 



 

 

図 3 鉄骨造 1層フレーム試験体 
 
(3)鉄骨造 3 層試験体の振動制御実験 

前述に行った検討について，さらに多層の
建物における振動制御技術に発展させるこ
とを目的として，3 層の鉄骨造建物を想定し
て鉄骨造の 3層フレーム試験体を用いた振動
台実験と地震応答解析による検討を行った。
またこの実験では，制御システムの問題等の
洗い出しも併せて行った。 

図 4 鉄骨造 3層フレーム試験体 

図 5 制御システムのダイアグラム 

(4)中高層建物を対象とした検討 
ここでは，さらに中高層の建物を対象とし

て検討を行うために，11階建ての鉄筋コンク
リート造および鉄骨造のオフィスビルを試
設計し，これをテーマストラクチャとして，
本セミアクティブ制御システムの地震応答
制御について解析的な検討を行った。本研究
で地震応答制御を行うためには，前述の検討
の結果から制御を行うための制御係数を建
物の構造的な特徴に合わせて最適な値に設
定しておく必要がある。ここでは中高層建物
が対象であった場合に，各階に設置される制
御システムの制御係数を簡便に決定するた
めの方法について検討を行った。また建物が
非線形な場合における本制御システムの問
題点等についても併せて検討を行った。 

図 6 RC 造想定建物の概要 
 
４．研究成果 
(1)セミアクティブダンパーの検討 

本ダンパーの作動油である磁気粘性流体
は，流体内に分散される強磁性粒子の沈降が
問題とされており，これに対し，粒子濃度を
下げ，粒子沈降による機能性劣化の起こしに
くい磁性粒子混合流体の提案や，ダンパー励
磁部内に粒子沈降抑止のための積層磁気デ
バイスを設置することの提案を示すことが
できた。さらに今回試作した 2kN 級バイパス
式 MR ダンパーに対し動的載荷試験を行った
結果，励磁によりダンパー力は最大で約 7.5
倍に増大することを確認し，その履歴形状は
既往の MR ダンパーと同じく摩擦力に粘性力
を足し合わせたビンガム特性を示している
ことを確認した。またダンパー速度とダンパ
ー力の関係においては，低速度域で非線形性
が見られ，S 字形状の履歴を描くことが確認
された。数値力学モデルとして採用されるこ
との多いビンガムモデルは，粘性の非線形性
を無視するため，最大ダンパー力を試験結果
に合わせてモデル化すると，励磁電流が高い
場合に摩擦要素力を過大評価する傾向が見
られた。そこで，線形として扱われる粘性要
素をバイリニア型粘性特性に置き換え，これ
に並列に接続される摩擦スライダーを作動
油の圧縮剛性やギャップを模擬できる完全
弾塑性型履歴特性を有するバネ要素に置換



 

 

した拡張ビンガムモデルの提案を行った。検
討結果，この拡張ビンガムモデルにより，動
的試験結果を十分な精度で表現可能であり，
粘性要素の非線形性を概ね取り扱うことが
可能であることが分かった。 

 

図 7 ダンパー単体試験結果と数値モデル 
 

(2)セミアクティブ振動制御則の検討 
まず，本研究で提案するセミアクティブ制

御則を「ReEF制御」と「EFH 制御」と名付け
た。ここでは「EF」とは"Energy Function"
の略で建物エネルギー応答に着目した制御
則であることを表す。既往の研究において EF
制御という名称の定義されていることを受
け，本研究ではこれをさらに簡易に改良した
"Revised EF 制御"(「ReEF 制御」）と，これ
にダンパーの履歴形状制御を付加した
"Energy Functional Hysteresis 制御"(「EFH
制御」）を提案した。この 2 つの制御での定
常応答性状について Caugheyの等価線形化手
法により，支持部材剛性比と損失剛性比を用
いて等価粘性減衰定数を定式化を検討した。
さらに Maxwell要素モデルで置換されるパッ
シブ粘性ダンパーとの比較を行った結果，損
失剛性比と等価粘性減衰定数の関係におい
て，支持部材剛性比が小さい場合においては
等価粘性減衰定数を最大にする最適な損失
剛性比が存在し，ReEF制御，パッシブ粘性ダ
ンパーではそれ以上の損失剛性比では等価
粘性減衰定数が減少するが，EFH 制御におい
ては比較的過大な損失剛性比に対しても等
価粘性減衰定数が減少することがないこと
が分かった。 

模擬地震動入力による地震応答解析によ
り，ReEF制御，パッシブ粘性ダンパーにおい
ては，最大応答変形と最大応答加速度を最小
にする制御係数が支持部材剛性比ごとに存
在し，それ以上の制御力は最大応答値の増大

を招くことを確認した。このことについては
既にパッシブ制震においては確認されてい
たが，今回提案する EFH制御においてはその
影響が非常に小さいことが分かった。最後に
鉄骨造 1層フレーム試験体の振動台を用いた
セミアクティブ地震応答制御実験を行った
結果，EFH 制御が，支持部材剛性の小さい場
合に制御力増大による最大応答値の増加を
抑えた制御であること，他制御に比べて最大
応答加速度低減に効果があること等の数値
解析的検討で得られた知見を実験により実
証することができた。 

図 8 性能曲線と実験結果の比較 
 

(3)鉄骨造 3 層試験体の振動制御実験 
まず ReEF制御と EFH制御を実現するため，

市販のコンピュータによる簡易な各層独立
の制御システムを試作した。振動制御実験の
結果，比較的簡便な制御システムを用いて概
ね意図通りの応答制御が可能であることを
確認した。また EFH 制御は，応答加速度の増
大抑制のため履歴形状制御によりダンパー
力－層間変形関係の第 1，第 3 象限において
制御力の除荷を行っており，制御力の除荷を
行わない ReEF 制御に比べて履歴吸収能が小
さい制御則であるが，今回の実験結果から概
ね ReEF 制御と同等の応答制御が可能である
ことを実証した。ReEF制御と EFH 制御との比
較では，その差は小さい結果であるものの，
同じ制御変数とした場合では，ReEF 制御は層
間変形抑制に，EFH 制御については最大応答
加速度抑制に効果があること，さらに ReEF
制御については，履歴エネルギー吸収が EFH
制御に比べて，より各層均一に行われている
ことが確認され，最大層間変形時の半サイク
ル間の履歴ループから算出した等価粘性減
衰定数も特に上層において EFH制御よりも高
い値となる結果を得ることができた。また今



 

 

回試作した制御システムの制御遅れ時間は
0.05s と評価され，これは励磁から磁場形成
を経てダンパー抵抗力の発生に至るダンパ
ーの反応時間による影響が大きく，この遅れ
時間 0.05sは制御発生のタイミングに依らな
いことを示した。さらに数値解析結果と合わ
せた検討の結果，本システムで評価された
0.05s の制御遅れ時間は履歴形状への影響も
小さく，また最大応答値への影響も小さいこ
とから，解析的な検討に当たっては十分無視
できることを示した。MR ダンパーによるセミ
アクティブ制御の数値解析手法として，ダン
パー支持部材バネを直列結合したビンガム
モデルについてその数値解析方法を示し，実
験結果のシミュレーションを行った結果，ケ
ルビン体を線形バネに直列結合した今回の
数値解析モデルは，加速度応答において瞬間
的にパルス状の応答示すことが確認された
が，履歴形状や層間変形への影響は小さく，
総じて実験結果を良好に再現できており，先
に検討した数値解析モデルが妥当であるこ
とを確認することができた。 

 

図 9 3層実験結果と解析結果 
 

(4)中高層建物を対象とした検討 
まず鉄筋コンクリート造建物対象とした

場合の検討として，トリリニア復元力特性を
有するせん断 11 質点系モデルを対象に地震
応答解析を行い，支持部材剛性の影響，層方
向の最大応答値分布について検討を行った。
提案するセミアクティブ制御はいずれも層
間変形とダンパー力の関係における象限情
報により制御力の発生のタイミングを決定
しているが，系が多層で応答波形に高次モー
ド成分が含まれる場合，象限判定による制御
力の更新が頻繁に行われるようになり，必ず
しも適切な象限判定とはいえなくなること
が確認された。これに対し，象限判定のため

の層間速度信号に，位相遅れ要素と位相進み
要素からなる低振動数成分増幅フィルタ処
理を行う改良を行い，これにより適切な象限
判定う行うことができるようになった。また
支持部材剛性の最大応答値への影響は，系が
大きく塑性化する場合においは，塑性化にと
もなう主架構の剛性低下により，見かけ上の
支持部材剛性比の増加が見込めるため，系を
線形と仮定する場合に比べて小さくなるこ
とが確認された。ただし，入力レベルが小さ
く，最大応答値が小さく塑性化が進まない場
合は，見かけ上の支持部材剛性比の増加は小
さくなるが，この場合においても EFH制御は
他制御に比べて支持部材剛性による最大応
答値への影響が小さいという EFH制御の特徴
を得ることができた。最大応答値の層方向の
分布性状については，ReEF制御，EFH制御と
もに粘性ダンパーに比べてより最大層間変
形を均一に近づけることができた。さらに
ReEF制御については，パッシブ制御よりも最
大ダンパー力を小さく抑え，目標とする最大
層間変形に応答制御することが可能である
と分かった。 

また制御係数の簡便な設計方法としては，
まず 1質点系に対しては，制御システムの性
能曲線を用いることで，最適な制御係数を設
計することが可能であることを実験的・解析
的に確認している。そこで，1 質点系で得ら
れた制御量を多質点系に拡張するため，一般
にパッシブ振動制御で用いられる考え方を
本セミアクティブ制御則に適用することを
試みた。ひとつは主架構の層剛性に比例して
各質点の制御係数を設定する方法，もうひと
つは建物に作用すると想定される層せん断
力に比例させる方法である。鉄骨造 10 層の
建物を想定して解析的な検討を行った結果，
どちらの手法も各層の応答が設計クライテ
リアを満足し，かつ過度な制御量とならない
ような合理的な制御係数の設定ができた。さ
らにこの 2つ方法を発展させ，各層のエネル
ギー応答量に比例された設計方法について
も検討を行ったが，こちらも同様の結果であ
った。これら 3つ設計方法にあまり差が見ら
れなかったのは，今回想定した建物が比較的
層剛性が均一であるためと考えられ，例えば
特定の層が変形しやすいといった不均等な
剛性分布をもつ場合の検討等が今後の課題
である。 

図 10 RC造解析結果の一例 
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